
納税者の利便性向上、地方公共団体の事務効率化のために
電子納付等の推進が有益
地方公共団体に対して全国規模で働きかけ

④事務処理の電子化

（納付情報の電子データ化）

地方税等の納付の現状 地方銀行が行う施策・要望

地方税の電子納付等の普及に向けて（イメージ図）

納 税 者

③口座振替の推進
地方公共団体

地方銀行

期待される効果

・書面の種類が多く
機械化が進まない

納 税 者

・納付できるチャネル、
時間帯の拡大

地方公共団体

・期限内納付額の増加
・徴収率の向上
・事務量や書面の減少

地方銀行

・事務処理負担の軽減

・金融機関の窓口に出向く
手間や時間が負担
・指定された金融機関以外
では納付できない

・書面による処理を前提
とした多大な事務負担

【主な施策】 【主な要望】

地方税等の電子納付の推進

指定金融機関制度の改正

口座振替の利便性向上と推進

事務処理の電子化の推進

提 言

※各地方公共団体との合意を得つつ
最適な施策を提供

（参考）

②トータルサービスの推進

①ペイジーの推進

（ＡＴＭ等のチャネル対応）


